
逐次的テークオフにより広がる

経済間の所得格差

春山 鉄源

October 2018 
 

Discussion Paper No.1826 

GRADUATE SCHOOL OF ECONOMICS 

KOBE UNIVERSITY 

ROKKO, KOBE, JAPAN 



逐次的テークオフにより広がる

経済間の所得格差

春山 鉄源

神戸大学経済学研究科

２０１８年１０月

概要

１７世紀後半から１８世紀前半に起こった「大分岐」を境に，世界全体での１人あた

り GDPは爆発的に成長し始めた。一方で，テークオフできない国やテークオフしても
経済成長を持続できなかった国が存在するため，経済間の所得格差は現在の水準にまで

広がったと考えられる．これらを説明するために，経済が連続体で世界経済を構成する

シュンペーター的技術進歩モデルを構築するする。均衡では世界経済は「南北」に内生

的に分岐する。移行過程では経済が逐次的にテークオフし，「北」の相対賃金が持続的

に増加することを明らかにする。科学技術水準の進歩により，短期的には相対賃金が減

少し，長期的には J 字曲線に沿って長期的には上昇する可能性も示す。



1 はじめに

長期的な観点から経済間の所得分布を考察すると，１７世紀後半から１８世紀前半が「大

分岐」と呼ばれる大きな転換点となっていることは広く知られている。*1 それまでの世界全

体での１人あたり GDPの成長率は微々たるものであり，経済間の所得格差は大きくなかっ
た。*2 英国での産業革命が「大分岐」の引き金となり、産業化はヨーロッパ諸国や米国そし

て日本にも拡散し、世界全体での１人あたり GDPは爆発的に増加したが，この産業化プロ
セスの帰結として、世界経済での経済間の所得格差が大きく広がった。

例えば，Maddison Data Project 2018 のデータを使うと 1870 年の最富裕国の１人当
たり GDP は最貧国の 17.4 倍だが，2016 年には 225.9 倍にまで広がっている。World
Development Indicator を使うと 2017年の比率は 176.9倍にまで下がるが，所得格差が大
きく広がったことには変わりない。最近注目を集めているWorld Inequality Database を
使うと，この数字は 260.7 倍まで跳ね上がる。これらの数字は２時点での所得格差を比較
しているだけであるが，その間の長期的な推移を検討した有名な研究に Bourguignon and
Morrisson (2002) がある。この研究では１９世紀初頭からのデータに基づき，ジニ係数・
Theil指標・平均対数偏差を使い世界全体の所得不平等を推定している。図 1ではそれらの
データを使い指標の推移を再現しているが，所得不平等は 2000年頃まで概ね 200年間持続
的に増加していることがわかる。図 2と 3は，世界の所得不平等を経済間の不平等と国内の
不平等に分解し，その推移を示している。国内の不平等は減少傾向にある一方，経済間の不

平等のトレンドは明らかに右上がりである。即ち，「大分岐」から始まる所得不平等の大き

な要因は経済間で発生していることが理解できる。

では，「大分岐」を発生させた産業化の拡散プロセスを均衡としてどのように説明できる

のだろうか？ また，経済間の所得格差の持続的な拡大のメカニズムとは何なのだろうか？

これらの問いを検討するのが本論文の主な目的である。特に，Pomeranz (1960)に従い経済
の産業化を「テークオフ」と定義し，以下の２つの特徴に着目し議論を展開する。

(1) 英国で始まったテークオフは諸外国へ伝播したが，全ての経済には拡散しなかった。即
ち，テークオフできない国やテークオフしても経済成長を持続できなかった国が存在す

るため，経済間の所得格差は現在の水準にまで広がった

(2) 経済によりテークオフの時期は異なり，逐次的に経済はテークオフした。

（１）は個々の経済は何らかの形で異なることを意味し，世界経済が「南北」の貧しい国

と豊かな国に分岐することを意味する。この点を捉えるためには「多くの」経済が存在する

モデルが必要となるが，本研究では経済が連続体で世界経済を構成するモデルを展開する。

*1 Pritchett (1997)を Pomeranz (2000)を参照。
*2 「大分岐」はもっと早い時期に起こったとする研究もある。例えば，Broadberry (2013)や Comin et al.

(2010)は 1500年頃が今の所得格差の始まりだと主張している。
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より具体的には，個々の経済をシュンペーター的技術進歩理論を使いでモデル化する。シュ

ンペーター的技術進歩理論とは，独占利潤を追求する企業が研究開発（R&D）に投資を行
い技術進歩が発生するモデルであり，内生的経済成長理論の重要な一部を構成する。*3 また

経済間の異質性を導入するために，それぞれの経済は R&Dの生産性が異なると仮定を置く
ことにより，技術進歩を促す R&D投資のインセンティブが異なることになる。それぞれの
経済の企業は投資の便益と費用を比べ R&Dをおこなうか否かを決定する。R&Dに成功す
るとより質が高いハイテク財の生産が可能となり，ハイテク財の生産に特化する。このよう

な経済の集まりを「北」と呼ぶことにする。即ち，R&D投資をおこないハイテク財に特化
することをテークオフとして解釈するのである。一方，企業が R&Dをおこなわない場合，
経済はローテク財に特化することになり，そのような経済の集合を「南」と呼ぶ。均衡では

比較優位の帰結として世界経済が「北」と「南」に分岐し，前者がハイテク財を輸出し，後

者がローテク財を輸出することになる。即ち，R&D投資とローテク財生産に無差別となる
「限界的経済」の存在を明らかにし，世界経済が「南北」に内生的に分岐することを示す。

上述の（２）は世界経済のダイナミクスの分析の必要性を示している。この重要な点を捉

えるために本研究では長期的な均衡だけではなく逐次的なテークオフが発生する移行過程に

ついて考察する。特に，「南」に属する経済が逐次的に R&Dを開始することによりハイテ
ク財生産を開始（すなわち，産業化）し，テークオフすることを示す。その過程で「北」の

相対賃金は上昇することを明らかにする。また比較動学分析をおこない，科学技術水準の上

昇や人的資本ストック増加の効果に着目する。これらは長期的により多くの経済のテークオ

フを促進し，「北」の相対賃金を上昇させる。一方，短期的には相対賃金は減少する場合が

あり、その場合 J 字カーブの経路をたどることになる。これらは既存研究にない興味深い結

果であり，概ね図 1〜3と整合的な結果である。
本研究の分析で重要な役割を果たすのが R&D 活動であり，「R&D 格差」が経済間の所
得不平等につながる。例えば，National Science Board (2018)によると 2015年上位 8カ
国が占める世界の R&D 支出は約 4 分の 3 にのぼり，費用で測った R&D 活動は所得水準
が高い国に大きく偏っている。R&Dの産出である特許数でも同じ傾向を観察できる。特許
協力条約に基づく国際出願の場合，2016年の特許申請数の上位 8カ国の合計は世界全体の
79.2％になる。*4 更に Clark (2008)によると，英国から始まった産業革命は技術革新によ
る知識生産に基づいてお，産業化の拡散も知識の伝播によるところが大きい。本研究のアプ

ローチはこれらの数字や主張と整合的であり，上述の２つの特徴（１）と（２）を短期的・

長期的均衡として説明可能である。

次に，既存研究との関連性について言及する。Acemoglu (2008)は経済間の所得格差に関
連して 4つの根本的要因を整理している。第一に，子々孫々と引き継がれる「文化」である。

*3 財の質向上が技術進歩の形として仮定されており，quality-ladder モデルとも呼ばれる。先駆的な研究に
Aghion and Howitt (1992)や Grossman and Helpman (1991)がある。

*4 世界知的所有権期間の Statistics Database。
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「文化」には宗教や信条，価値観，社会規範が含まれ，Doepke and Zilibotti (2014)が示す
ように，理論モデルの中で消費者の選好の違いとして捉えることができる。例えば，ある国

では，テークオフに寄与する「我慢強さ」の養成に役立つ「文化」が発展する一方で，そう

でない国もありえる。第二に，「制度」の違いであり，ここでいう「制度」とは，人為的に

導入され経済行動の誘因を決定づける「ゲームのルール」である。例えば，Acemoglu et al.
(2005) が示すように，財や資産の所有権の配分ルールは，貯蓄・投資の誘因に影響を及ぼ
し，テークオフの発生に影響を及ぼす。第三に，地理的条件や環境の違いである。この点を

強調する文献の例として Diamond (1997)が挙げられる。第四に，「運」の役割である。こ
れは，上述の第一から第三のテークオフの条件が整うかどうかの「運」とも捉えることがで

きるが，複数均衡が発生するモデルの場合，最終的にどの均衡が選択されるかの「運」とも

解釈できる。このケースに当てはまるのがMatsuyama (2004)である。
また，これらの根本的要因を所与として，テークオフの様々なメカニズムが検討され

ている。例えは，固定生産要素である土地の役割 (Hansen and Prescott (2002) や Galor
et al. (2009))，非相似拡大的選好 (Matsuyama (1992)), リスク分散の役割 (Acemoglu
and Zilibotti (1997))，人口成長と知識の双方向フィードバック (Kremer (1993) や Jones
(2001))，技術伝播や採用 (Parente and Prescott (2000))，人的資本蓄積 (Becker et al.
(1990)や Lucas (2002, Ch.5))がある。更には，経済発展に伴う出生率や人口の変化など多
くの変数を同時に決定する「統一理論」も提唱されている (Galor (2011))。
これらの既存研究は興味深いメカニズムを提唱しており学術的貢献は非常に大きい。一方

で，既存研究の多くは閉鎖経済や 2国モデルを世界経済として解釈しており，そのような単
純な枠組みで十分なのかという疑問が生じる。テークオフする国としない国もしくはテーク

オフの時期がずれる経済間の相互作用（例えば，知識の外部性や技術伝播）が重要な役割を

果たす場合，閉鎖経済モデルの有用性は限られる。世界経済を２国として捉える場合は，南

北にグループ化された世界経済と考えるのが自然であり，個々の経済はそれぞれのグループ

の代表的経済と解釈できる。しかしその場合，次の制約が存在する。（i）２グループ間に異
質性があるとしても，グループ内の経済は同質である。（ii）南から北への「昇格」や北から
南への「降格」はない。2国モデルは暗にこのような制約を課した分析にならざるをえない。
現実に照らし合わせ，多くの異質な経済からなる世界経済モデルへ拡張（即ち，上記制約の

緩和）することにより新たな知見の探求が可能になる。従って，閉鎖経済モデルや 2国モデ
ルは上記（１）と（２）に関する研究の重要な出発点ではあるが十分ではないというのが本

研究のモチベーションである。一方で，既存研究の中には「多くの経済」を前提としたモデ

ルもある。例えば，Matsuyama (2004)は事前的に同質な経済を仮定し，ある経済はテーク
オフする事を説明している。しかし，どの経済がテークオフするかは「運」に依存しており，

テークオフする経済の特徴については何も言えない結果となっている。

本稿の構成は以下である。第 2節ではモデルに関しての説明をおこない，第 3節では均衡
式を導出する。第 4節では長期的均衡である定常状態の特徴について考察し，移行過程の分
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析をおこなう。また科学技術水準や人的資本の拡大によって「北」の相対賃金は J 字カー

ブを描き長期的水準にに収斂する可能性があることを示す。第 5 節では結論を簡単にまと
める。

2 モデル

2.1 消費者

連続時間で，連続体の小国開放経済で構成される世界経済を仮定する。まず英国のように

先にテークオフをした１つの経済が存在するとし，その経済のインデックスを I とする。他

の経済のインデックスは i ∈ [0, M ]とする。
それぞれの経済には代表的個人が存在し，L単位の労働サービスを供給するとともに以下

の瞬時的効用関数を持つ。

uι(t) = β ln Xι(t) + (1 − β) ln yι(t), ι = I ∪ i, 0 < β < 1. (1)

y はローテク財であり，X は以下の式で定義される複数のハイテク財で構成されるインデッ

クスである。

ln Xι(t) =
∫ 1

0
ln qj(t)xιj(t)dj. (2)

ここで j ∈ [0, 1]は産業のインデックスとする。すなわち，xιj は経済 ιで消費される産業 j

のハイテク財であり，qj は xιj の質（すなわち，t時点において産業 j において消費可能な

最高品質）を表してる。*5nj を産業 j で発生したイノバーションの回数とし，ハイテク財の

質は以下の等比数列に従い増加すると仮定する。

qj(t) = γ
nj(t)
j , γj > 1, nj(t) = 0, 1, 2, 3......

ここで γj はイノベーションのサイズと呼ぶことにする。以下で詳細に説明するが，R&D企
業は γj を内生的に決定することになる。本論文の貢献の１つは，この様な標準的な仮定の

下で逐次的テークオフをモデル化する手法を提示することである。

式 (2)はコブ・ダグラス関数であり，その効用関数から導出できる需要関数は以下で与え
られる。

xιj(t) = βEι(t)
pj(t)N(t) , yι(t) = (1 − β) Eι(t)

py(t) (3)

ここで Eι は経済 ιの消費支出である。また，効用を最大化する消費者は以下の式に従う消

費支出 Eι の変化を選択する事は容易に確認できる。

Ėι(t)
Eι(t)

= r(t) − ρ (4)

*5 均衡では全ての経済で同じ質のハイテク財を消費することになるため qj には経済のインデックス ι が付い

ていない。
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ここで r は利子率であり，ρ は消費者の主観的割引率である。*6さらに消費支出の合計を

E = EI +
∫ 1

0 Eidiと定義し，式 (4)を使うことにより，次式のオイラー条件を導出できる。*7

Ė(t)
E(t) = r(t) − ρ. (5)

この式は全ての経済で消費者が効用を最大化した際，世界経済全体での消費支出の合計がど

のように変化するかを表している。

2.2 財の生産

均衡では世界経済が２つのグループに別れることになる。一つ目のグループはハイテク財

に特化し産業化された「北」であり，二つ目はローテク財に特化する「南」である。既存研

究と異なる点は，グループ間の異質性が存在するだけでなく，「北」のグループ内の経済も

異質である点である。

まず「南」を考えよう。ローテク財は完全競争の下で生産されると仮定する。企業は労働

者１人を雇用することによりローテク財１単位を生産する。全ての経済は同じ技術にアクセ

スすることができると仮定すると，価格 py は賃金と等しくなる。すなわち，wS を「南」の

賃金とすると py = wS が成立する。

ハイテク財は，その財を発明した独占企業により生産される。経済 kの企業が産業 j のハ

イテク財を生産しているとしよう。さらに，経済 ιの企業が同じ産業 j でイノベーションに

成功しより質が高い財を生産することになったと考えよう。この企業は以下の価格設定を行

うことになる。

pj(t) = γjwk(t). (6)

この価格設定は，式 (2)の効用関数がコブ・ダグラス型であるためイノベーションが “non-
drastic”になるためである。ここで “non-drastic”とは，以前の独占企業の限界費用（すな
わち，賃金）が必ず現在の独占企業の価格設定に影響を及ぼすという意味である。この性質

により，式 (2)の右辺に，以前の独占企業が立地する経済 kの賃金がある。もちろん，k = ι

のケースもありえる。式 (2) の γj は限界費用 wk に上乗せする質のプレミアム i と解釈で
きる。

ローテク財と同様，ハイテク財の労働投入係数は１と仮定する。従って，産業 j で財を生

産する経済 ιの独占企業が得る利潤は以下の式で与えられる。

πjιk(t) =
(

1 − wι(t)
γjwk(t)

)
βE(t). (7)

以下で詳細に説明するように，独占企業はイノベーションのサイズ γj を選択する。また経

済 ιの企業は同質であるため，それらの行動は同じになる。この点を念頭に置き，γj にある

*6 経済間で資本は自由に移動できると仮定することにより，利子率 r 経済のインデックス ιには依存しないこ

とになる。

*7 式 (4)を Ėi = Ei (r − ρ)とおき，iについて積分することにより式 (5)が導出できる。
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産業のインデックス j を式 (6) and (8)にある経済のインデックス ιと入れ替えることにす

る。これにより，以下の説明をより簡単にすることが可能となり，以下ではハイテク財の価

格と独占利潤を以下のように書くことにする。

pj(t) = γιwk(t), πιk(t) =
(

1 − wι(t)
γιwk(t)

)
βE(t). (8)

2.3 イノベーションの価値

それぞれの経済は R&Dの生産性 aι が異なると仮定する。Rι を経済 ιで雇用される労働

者数とし，イノベーションは経済 ιでポアソン率 aιRι に従って確率的に発生すると仮定す

る。容易に想像できるように，R&Dの生産性の違いは R&D投資の異なるインセンティブ
につながり，その結果，「北」の経済間で１人当たり GDPが異なることになる。
既存のシュンペーター的経済成長モデルでは，企業はある特定の産業で R&D をおこな
い，成功した場合その産業でイノベーションを実行する。その意味では「方向付けられた」

R&Dといえる。本稿では，「方向付けられていない」R&Dを仮定する。具体的には，R&D
が成功した後にそのイノベーションを実行する産業がランダムに与えられると考える。この

仮定は R&Dの結果の不確実性を簡単な方法で捉えている。*8

この仮定の下で経済 ιで発生したイノベーションの価値を導出する。まず，イノベーショ

ンが発生し，ランダムに与えられた産業 j で実行されたイノベーションの事後的な価値を考

える。R&D に成功した企業は，新たなイノベーションにより財が陳腐化されるまでの間，
利潤 πιk を得る。従って，イノベーションの事後的な価値 vιk は次式で与えられる。

r(t)vιk(t) = πιk(t) + v̇ιk(t) − g(t)vιk(t). (9)

ここで

g(t) = aIRI +
∫

i′∈N
ai′(t)Ri′(t)di′ (10)

であり，N は「北」の経済の集合である。式 (9)の右辺は，利潤のフローとキャピタル・ゲ
イン，そして財が陳腐化し利潤を失うリスクを反映する項で構成される。最終項の g は産業

k でイノベーションが実行されるポアソン率であり，産業数が１に標準化されているため，

全ての「北」の経済のポアソン率の合計と等しい。

次に，イノベーションの事前的価値を考察する。イノベーションが発生すると，その結果

を実行する産業が無作為に与えられるが，以下の理由により，実質的に経済がランダムに与

えられているのと等しいことになる。産業が与えられると，企業は式 (8)の利潤を得るが，
その式の中で無作為に与えられる変数は wk である。これは以前の独占企業の限界費用であ

り，その企業がどの経済に立地するかに依存するかによって決定される。その意味では，産

*8 広く知られている例として，軍事利用のために研究されたマイクロ波から派生した電子レンジが挙げられる。

「方向付けられていない」R&Dの仮定は Kortum (1997)でも使われている。
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業の無作為な割り当ては経済がランダムに与えられることと同じである。この考えに従う

と，イノベーションの事前的価値は次式で定義される。

vι(t) = σIvιI +
∫

k∈N
σk(t)vιk(t)dk. (11)

ここで σI と σk は経済 I 及び k のハイテク産業のシェアを表す。明らかに 1 = σI +∫
k∈N σkdkが成立し，σI と σk が経済をランダムに割り当てる上で確率の役割を果たしてい

る。式 (9)と (11)から次式を導出することができる。

r(t)vι(t) = πι(t) + v̇ι(t) − g(t)vι(t), (12a)

πι(t) = σIπιI +
∫

k∈N
σk(t)πιk(t)(t)dk. (12b)

2.4 R&D

世界経済の不平等は R&D生産性 aι の異質性により発生することになり，以下の分析で

は aι が非常に重要な役割を果たすことになる。R&D生産性について以下の仮定を置く。

aι(t) =
{

κγ−µ
I , for ι = I

κe−ηiγ−µ
i , for ι = i

κ, η, µ > 0. (13)

式 (13)は次の２つのメカニズムを捉えている

1. ai は iの減少関数である。これは R&D生産性が最も高い経済から降順になべられて
いることを意味する。η は R&D生産性の異質性の強さを示すパラメータである。

2. aι はイノベーションのサイズ γι の減少関数である。一方，式 (8)の利潤は γι の増加

関数であり，aι と逆の方向に動く。γι を決定する企業は，γι を上昇させると利潤が

増加するが R&D生産性が減少するというトレード・オフに直面することになり，最
適な γι の値を決定することになる。µは γι 増加により発生する R&D生産性減少の
限界効果を決定するパラメータである。

これらの仮定を踏まえ，企業の R&D投資に関する最適行動を考察する。企業は R&Dに雇
用する労働者数とイノベーションのサイズ γι の２つの変数を同時決定する。すなわち，経

済 ιの R&D企業は以下の問題を解く。

max
Rι(t),γι

vι(t)︷ ︸︸ ︷
πι(t)

r(t) + g(t) − v̇ι(t)/vι(t)
aι(t)Rι(t) − (1 − sι) wι(t)Rι(t).

ここで si は R&D費用の補助率であり，Ri は R&Dに雇用された労働者数である。簡単化
のために sι = sと置くと次式が一階条件となる。

vι(t)aι(t) = (1 − s) wι(t) for Rι > 0 (14)
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vι(t)aι(t) < (1 − s) wι(t) for Rι = 0 (15)

aι(t)σI(t) wi(t)
γ2

i wI(t) + ai(t)
∫

k∈N
σk(t) wi(t)

γ2
i wk(t)dk

= −∂ai(t)
∂γi

[
σI

(
1 − wι(t)

γιwI(t)

)
+
∫

k∈N
σk(t)

(
1 − wi(t)

γiwk(t)

)
dk

] (16)

自由参入の下で式 (14)と (15)は標準的な条件である。式 (16)はイノベーション・サイズの
最適な値を決定する。*9この式の左辺は γi 増加の限界便益であり，右辺はその限界費用であ

る。式 (16)を整理すると次式を導出できる。

γι = 1 + µ

µ

wι

w̃
. (17)

ここで

w̃(t) =
(

σI(t)
wI(t) +

∫
i∈N

σi(t)
wi(t)

di

)−1
(18)

であり，mw̃は「北」の賃金の加重調和平均である。式 (17)によると，賃金が高い経済の企
業はより大きなイノベーションのサイズを選択することがわかる。*10

式 (17)を使い式 (8)の利潤を以下のように書き換えることが可能である。

π(t) = πιk(t) = β

1 + µ
E(t). (19)

利潤は経済のインデックス ι と k から独立となっている。さらには式 (19) により全ての ι

に対して vι = v となり，式 (12a)を以下のように簡単化できる。

r(t)v(t) = π(t) + v̇(t) − g(t)v(t). (20)

この式からイノベーションの事前的価値は全ての経済で等しいことがわかる。これは分析を

進める上で非常に便利な結果である。一方でこの結果は全ての経済で R&Dが行われるとい
うことではない。「北」の経済では一階条件 (14)が成立するが，「南」の経済では R&D生
産性が低すぎるため一階条件 (15)が成立することになるためである。

ai は iの減少関数であることを踏まえ，「北」の経済の中で R&D生産性が最も低い経済
を m で示そう。経済 m よりも R&D 生産性が高い経済では R&D が行われるため，m は

「北」の経済の総数と等しい。以下では経済mを「限界的経済」と呼ぶことにする。この経

済では vam = wm が成立し，R&D 生産性がより低い「南」の経済では vai < wS が成立

することになる。また ai は i の連続関数であるため wm = wS が成立する。この結果は，

*9 二階条件が満たされる十分条件は µ ≤ 1であり，これを仮定する。
*10 (17) は γι

wι
= 1+µ

µw̃
と書くことができき，賃金単位当たりのイノベーション・サイズは一定であるとも解釈

できる。
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R&Dが行われる限界的経済の賃金は「南」のそれと同じであるが，「南」の経済の R&D生
産性は低いため R&D投資を正当化できないためである。*11

式 (14)，(17)と vι = v を使うと，経済間の相対賃金を導出できる。

wi(t)
wS(t) = ai(t)

am(t) ⇒ wi(t)
wS(t) = e

η
1+µ (m(t)−i). (21)

これは式 (13)を整理した結果である。「北」の経済 iの相対賃金は，より多くの経済がテー

クオフすると上昇することがわかる。相対賃金は R&Dの相対生産性に依存し，新しく産業
化された経済の生産性はより低くなるためである。

続く分析のために，以下を定義する。

z(t) ≡ w̃(t)
wS(t) =

(
σI

wS(t)
wI(t) +

∫ m(t)

0
σi(t)

wS(t)
wi(t)

di

)−1

, (22)

aι(t) =
{

Λz(t)µe− µη
1+µ m(t) for ι = I

Λz(t)µe− µη
1+µ m(t)− η

1+µ i for ι = i

}
≡ Aι(m(t), z(t)). (23)

ここで Λ ≡ κ
(

µ
1+µ

)µ

である。mz は「南」の賃金を基準とした「北」の相対賃金となるた

め，z は相対賃金を「北」の国数で除したものである。Aι (m, z)は経済 ιの R&D生産性を
(m, z)で表したものである。このモデルの分析では限界的経済の行動が重要であるが，その
経済の R&D生産性を次式で表すことにする。

α (m(t), z(t)) ≡ Aι (m(t), z(t)) for ι = m(t).

2.5 労働市場

まず (M − m)の経済が存在する「南」を考えよう。それぞれの経済は L単位の労働サー

ビスを提供しているため，「南」の総労働供給は (M − m) Lである。一方，ローテク財の需

要は (3)の右の式で与えられている。経済のインデックス iについて合計することにより世

界経済の総需要が導出できる。需給が等しくなり全ての労働者の雇用されるように賃金が決

定されため，次式が成立する。

(M − m(t)) L = (1 − β) E(t)
wS(t) . (24)

次に「北」の労働市場を考える。経済 ιでは Rι の労働者が R&Dに雇用される。財の生
産に雇用される労働者を計算するために，産業 j を考えよう。さらに，その産業の以前の独

*11 比較優位に基づく結果として理解することも可能である。例えば，i国におけるローテク財の生産性を bi と

し，R&Dの相対的生産性を Ci = ai/bi と仮定しよう。C′
i < 0と置くと，R&Dに比較優位がある国から

並べられていると解釈できる。さらに，限界的経済において v/py = am/bm が成立するため，i ∈ [0, m]は
「北」，i ∈ (m, 1]は「南」と別れることになる。bi = 1が本稿が展開するケースである。
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占企業は経済 k に立地していたと考えよう。一単位のハイテク財は１人の労働者が必要に

なるため，労働需要は
βE

γιwk
で与えられる。ここで γιwk はハイテク財の価格である（(8)の

最初の式を参照）。イノベーションが成功した後，産業がランダムに与えられると仮定した。

従って，式 (18)を使うと，平均の労働需要は `ι ≡
∫m

0 σk
βE

γιwk
dk = βE

γιw̃ となる。さらに，σι

は経済 ιにおけるハイテク財生産のシェアを示すため，ハイテク財生産の労働需要は σι`ι で

与えられる。さらに式 (17)を使うと，経済 ιでは次式が満たされた場合に労働者の完全雇

用が達成されることになる。

L = Rι(t) + σι(t)
µβ

1 + µ

E(t)
wι(t)

. (25)

3 均衡

3.1 ハイテク産業のシェア

モデルの均衡は２つの内生変数 (m, z) だけを使い特徴づけることが可能である。それを
示すためにはまずハイテク産業のシェアである σι がどのように決定されるかについて説明

する必要がある。

まず限界的経済以外の「北」の経済を考えよう。σι の変化には２つの理由がある。第１

に，経済 ι で発生するイノベーションにより σι は増加する。具体的には，非常に短い期

間 dtに経済 ιの企業が成功するイノベーションの数は AιRι であり，自国のハイテク産業

以外で発生するイノベーション数は AιRι (1 − σι) となり，その値だけ σι は増加する。一

方，dtの間に経済 ιが生産している産業で外国企業がイノベーションを実施するポアソン率

は (g − AιRι)と等しいため，(g − AιRι) σι の数の産業で財の陳腐化が起こることになる。

従って，σι は以下の式に従って変化することになる。

σ̇ι(t) = Ai (m(t), z(t)) Rι(t) − g(t)σι(t), ι ∈ I ∪ [0, m(t)) . (26)

定常状態では σ̇ι = 0となり，次式が示すようにハイテク産業のシェアはポアソン率のシェ
アと等しくなる。

σ∗
ι = Aι (m∗, z∗) R∗

ι

g∗ , ι ∈ I ∪ [0, m∗) . (27)

次に限界的経済の場合，定常状態と移行過程に分けて考える必要がある。まず長期均衡で

ある定常状態の場合，mは一定でありテークオフは逐次的に発生しない。換言すると，限界

的経済のアイデンティティは変わらないのである。この場合，上で明らかにした σι を変化

させる要因は限界的経済にも当てはまり (27)が成立することになる。
移行過程である ṁ > 0の場合は定常状態と異なる点がある。この場合，時間と共に次々
と経済が産業化され逐次的テークオフが発生する。特に，限界的経済のアイデンティティが

変化していることに留意する必要がある。「南」の一員であった経済が産業化するわけだが，
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テークオフした時点ではハイテク産業は存在しない。すなわち，σm = 0であり，*12σm の動

学方程式には (26)の右辺の最終項が存在しないこを意味する。
最後のケースは ṁ < 0 であるが，本論文ではこのケースは扱わず，逐次的テークオフ

（ṁ > 0）のみ考察する。上の議論は以下の式でまとめることができる。

σm = α (m∗, z∗) Rm

g
for ṁ(t) = 0 (28a)

σ̇m(t) = α (m(t), z(t)) Rm(t) for ṁ(t) > 0 (28b)

3.2 均衡条件

今までの議論に基づき以下に均衡条件を整理する。

命題 1. ２つの内生変数 (m, z)は以下の式で決定される。

ṁ(t) = W (m(t), z(t)) ≡ F (m(t), z(t)) − µH (m(t), z(t))
D(t) (29)

ż(t) = U(m(t), z(t)) ≡ z(t)
D(t)

(
η

1 + µ
F (m, z) − ∆(t)H (m, z)

)
(30)

ここで

F (m(t), z(t)) = Lα(m(t), z(t)) [A(m(t)) − B(1 − m(t))] + ρ (31)
H(m(t), z(t)) = Lα(m(t), z(t)) [z(t)(1 + m(t)) − A(m(t))] (32)

D(m(t)) = 1
M − m(t) + η

1 + µ
(33)

∆(m(t)) ≡ 1
M − m(t) + η (34)

B ≡
(

µ + 1
1 − s

)
β

(1 + µ) (1 − β) (35)

連続体の経済が存在する複雑な構造になっているにも関わらず，２つの内生変数 (m, z)
のみでモデルの定常状態だけではなく移行過程を特徴づけることができる非常に扱いやすい

形になっている。これらの均衡条件が示すのは，0 < m < M の内点解である場合，経済

は「南北」のブロックに分かれ，二分化された世界経済が内生的に発生するということであ

る。*13ではこのように二分化された世界でそれぞれの経済の所得の水準と成長率はどのよう

に決定されるのか？ この問題は次節で議論することにする。

*12 この結果は 1 = σI +
∫ m

0
σidi から導出可能である。時間微分すると σmṁ = −σ̇I −

∫ m

0
σ̇idi を得る。

(26) を使うと右辺は 0 になり，３つの可能性が存在する。(i) σm = ṁ = 0, (ii) σm > 0 かつ ṁ = 0，
(iii) σm = 0かつ ṁ > 0。均衡で (i)は成立しない。また (ii)は定常状態でのみ成立する。従って，ṁ > 0
の場合は (iii)が成り立つ。

*13 以下では内点解なるパラメータの値を仮定する。
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4 分析

4.1 １人当たり GDP

「南」の経済は R&Dをおこなわず，ローテク財の生産に特化している。従って，所得で
測った GDPは労働所得のみであり，GDPは LwS である。「北」の経済 ιでは，労働者は

R&Dとハイテク財の生産に雇用されており，そこから稼得する所得は Lwι である。これに

加えて，GDPの構成要素となる利潤が発生しており，式 (19)を使うと総利潤は σι
β

1+µE と

なる。従って，以下のようにまとめることができる。

「北」の経済 ιの１人当たり GDP: wι(t) + σι(t)
β

1 + µ

E(t)
L

, ι ∈ I ∪ [0, m(t)]

「南」の経済 iの１人当たり GDP: wS(t), i ∈ (m(t), M ]
(36)

限界的経済の賃金は「南」のそれと等しい。しかし，稼得する利潤分だけ１人当たりGDP
が高くなっている。一方，上で議論したように ṁ > 0の移行過程では σm = 0となる。

4.2 成長率

均衡ではイノベーションが「北」で発生し経済成長を促しつつ，より高い質のハイテク財

が「南」を含む経済に輸出される。一方，「南」からはローテク財が「北」に輸出される。そ

ういった意味で，「南北」共に経済成長と生産の特化から恩恵を受けることになる。

技術進歩率を計算するために，労働市場条件 (25)，式 (23)にある Ai (m, z)，「南」の労
働市場条件 (24)を使うと次式を得る。

g(m(t), z(t)) = Lα(m(t), z(t))
(

A(m(t)) − µβ

1 + µ
· M − m(t)

1 − β

)
. (37)

ここで

A(m(t)) ≡ e
η

1+µ m(t) +
∫ m(t)

0
e

η
1+µ (m(t)−i)di

は限界的経済を基準とした「北」の R&Dの相対的生産性の合計と等しい。*14 式 (37)は世
界経済全体の労働資源制約，財の生産と R&D投資に関する企業のインセンティブ，そして
消費者の最適な行動を反映している。特に，企業と消費者の最適行動の影響は変数 (m, z)を
通して実現することになる。しかしここでは，モデルのメカニズムの理解を深めるために，

(m, z)をパラメータ的に扱い両変数の変化が成長率に対してどのような影響を及ぼすかを説
明することにする。

*14 A (m) =
∫ m

0
Ai(m,z)
Am(m,z) diであり，右辺の z はキャンセルされる。
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まず「北」の相対賃金と比例する z を考えよう。企業はイノベーション・サイズ γι を選

択するが，式 (17)が示すように，「北」の相対賃金 w̃ が高いとより低い γι を選ぶ。w̃ の上

昇は限界便益の減少を引き起こすためである。従って，R&D生産性は γi の減少関数である

ため，相対賃金 z の上昇はより高い R&D生産につながり技術進歩率を促すことになる。こ
の効果は限界的経済の R&D生産性 α (.)を通して顕在化する。
次に「北」の経済の数であるmを考えよう。２つの効果が存在する。第１に，式 (37)の
最終項にある mの増加は高い技術進歩率につながる。（「南」の賃金で測った）世界の実質

消費支出が減少するため，ハイテク財に対しての需要だけではなく，その財の生産の労働需

要も減少し，より多くの労働者が R&Dに雇用可能となるためである。第２に，mの増加は

A (m)を上昇させ成長率を高める。より多くの経済がテークオフすることにより，世界経済
全体での R&D労働者数が増えるためである。第３に，mの増加は限界的経済の R&D生産
性である α (.)を減少させる。これはテークオフが進むにつれて限界的経済の R&D生産性
が減少することを捉えており，技術進歩率を押し下げる働きをする。

上の説明では，(m, z)をパラメータ的に扱い説明したが，均衡では企業と消費者の最適化
行動に依存し決定される。以下では，(m, z)が動学的均衡経路上でどのように決定され変化
するかを探る。

4.3 定常状態

(m, z)が一定となる長期的均衡を考える。(29)と (30)の式で ṁ = ż = 0となるが，これ
が満たされるためには F (.) = H (.) = 0となる必要があり，定常状態では次式が成立する。

F (m∗, z∗) = 0 : z∗ = 1 + µ

µ

(
ρeηm∗

Lκ [B (1 − m∗) − A (m∗)]

) 1
µ

(38)

H (m∗, z∗) = 0 : z∗ = A (m∗)
1 + m∗ (39)

この２つの式は図 4 に図示している。式 (39) と (39) はともに単調増加関数であ。また，(
1+µ

µ

)µ
ρ

Lκ(B−1) < 1のもとでmF が存在し
*15 mF < 1も存在する。*16 これにより唯一の

定常均衡が存在することになる。さらに，定常状態のmはm < mF となるため，テークオ

フできない経済が必ず存在することになる。

パラメータの比較静学については以下の命題にまとめる。

命題 2. L，κ，β，sの上昇もしくは ρと µの減少は，m∗ と z∗ の両方を増加させる。一方，

η の変化による効果は不定。

この命題は，パラメータの変化によって m∗ と z∗ は同じ方向に動くということを示して

いる。m∗ の上昇はより多くの経済が産業化され所得水準の上昇につながる（(36)を参照）

*15 この条件は F (0, z̃) = 0の下で z̃ < 1が満たされる条件である。
*16 mF は B(1 − mF ) = A(mF )で定義される。
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一方。「南」に取り残された経済の所得水準は wS のままである。これにより「南北」の相対

的な賃金格差は広がることになる。

それぞれのパラメターの効果について直感的な説明をすることも可能であるが，ここでは

κに着目する。κは R&D生産性水準を示すパラメーターである（(13)を参照）。基礎研究
や科学技術の進歩さらには人的資本ストック（エンジニアや科学者の生産性）などにより κ

は上昇すると考えられる。κの上昇は R&D投資の限界便益を増加させ，２つの形であらわ
れる。第１に「北」の全ての経済で R&D投資が増加する。第２に，「南」の経済を含めて高
い κはより多くの経済のテークオフを促すことになる。

次に「北」の相対賃金である z が上昇するメカニズムを考えてみよう。mの増加はより生

産性が低い経済が産業化するという意味である。すなわち，限界的経済の生産性 am が減少

するということであり，所与の経済 iの相対的生産性は上昇することになる。また式 (21)が
示すように「北」の経済 iの相対賃金は，相対的な R&D生産性によって決定される。従っ
て，より多くの経済が産業化された均衡では「北」の相対賃金 z は上昇することになる。

上述の説明で２つ留意点がある。１つ目は，命題 2の結果は全ての経済で所与のパラメー
タが変化した場合であり，ある一部の経済で変化した結果ではない。２つ目は，命題 2の結
果は長期的な結果であり，短期的には z の変化は異なる可能性がある。短期的な変化は，移

行過程を分析することにより明らかにすることができる。

4.4 移行過程

定常均衡の安定性について以下の命題にまとめる。

命題 3. 長期的均衡 (m∗, z∗)は鞍点である。

Proof. 付録を参照。

図 5を使い説明する。曲線 ṁ = 0の傾きは ż = 0のそれよりも大きいことは，図 4にあ
る F (.) = 0とH(.) = 0の曲線の相対的な傾きを使うと簡単に確認できる。また図にある流
線（stream lines）の方向は (29)を (30)をそれぞれ ṁ = 0と ż = 0の近傍で微分すること
により確認できる。

図からわかることは，世界経済が鞍点経路に乗ってこそ長期的均衡に向かうということで

ある。これに関して２つの問題がある。第１に，mと z がフロー変数なのかストック変数な

のかという問題である。相対賃金である z はフロー変数であり，瞬時にジャンプ可能な変数

である。一方，mは産業化した経済の数である。経済の産業構造の変化には非常に長い時間

が掛かり，多くの国の経験が物語っている。相対賃金のように瞬時に変化する変数と考える

のは現実に合致しない。従って，mは過去の経済行動によって決定されたストック変数と考

えるのが自然である。この場合，初期時点では mを所与とし z が決定されると考えること

ができる。
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第２の問題は，mは先決変数とした場合，初期時点で世界経済が鞍点経路上に乗るように

z の値が決定されるかどうかという問題である。この問題を考える上で，初期時点でのmの

値を 0とし，鞍点経路上の対応する z の値を z0 としよう。もし z の値が z0 を下回る場合

（1 < z < z0），世界経済は発散し，長期的にはm = M の点線に到達する（例えば，点Ａ）。

この場合，全ての経済はハイテク財に特化することになり，ローテク財は生産されない。こ

れは効用関数 (1)のもとで効用を最大化する消費者行動と矛盾するため均衡としては排除さ
れる。次に，初期時点での z の値が z0 を少し上回ったとしよう（z0 < z < B）。この場合，

当初mは増加するが，いずれ減少しm = 0の縦軸に到達することになる。しかし，テーク
オフした経済が「北」から「南」に逆戻りする経路は均衡式 (29)と (30)と整合性がなく，
均衡条件の修正が必要であ。従って，このケースの分析は他の機会におこなうこととする。

最後の可能性として z が縦軸の点Ｂの上の点にジャンプする可能性がある。この場合，縦軸

に沿って世界経済は点Ｃに到達し，長期的には逐次的テークオフは拡散しない結果になる。

このケースについての分析も他の機会におこない，以下ではデータと合致するケースである

z = z0 となる場合に焦点を当てることにする。

世界経済は鞍点経路に乗ることにより，長期的均衡に向かって北東の方向に移行すること

になる。重要な点は，mの増加が逐次的テークオフを捉えているということである。mが

上昇するに従い，「南」であった経済は産業化し「北」のグループに加わることになる。図 5
から逐次的テークオフは z の増加を伴うことがわかる。「北」の相対賃金は mz とで表され

るため，「南北」の賃金格差は持続的に広がっていくことになる。この結果は，mと z は同

じ方向に動くという意味では命題 3に似ている。しかし，その命題はパラメータ（例えば，
κ）の長期的な効果について述べているだけで，短期的な動きは明らかにされていない。こ

の点について，κに着目し次の命題で説明する。

命題 4. 長期的均衡にある世界経済を考えよう。κが上昇すると，そのインパクト効果によ

り z は上昇する場合と減少する場合があり，その後，長期均衡水準に向かって上昇する。m

は単調的に増加する。

図 6を使いこの命題について説明する。定常状態である点Ａに世界経済があるとしよう。
ここで κが上昇すると新たな長期的均衡は点Ｃに移行する。図には点Ｃへの鞍点経路が２つ

描かれている。κが変化する時点では先決変数である mは一定であるため，フロー変数で

ある z は点Ｃへ続く鞍点経路の位置により上方（点Ｂ上）もしくは下方（点Ｂ下）ジャンプ

することになる。その後，逐次的テークオフが発生するとともに z は増加し，（下方ジャン

プの場合は κが変化する以前の水準に戻り）新たな長期的水準へと増加し続ける。「北」の

相対賃金はmz で与えられるため，相対賃金は図 4が示すパターンで推移することになる。
特に，点Ｂ下 を通る場合，相対賃金は J 字曲線をたどることになる。

ここでは κの短長期の効果を議論したが，L，β，sについても同じように z は J 字曲線

に沿って変化する場合あることをしますことができる。
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5 まとめ

本研究では逐次的テークオフに特徴づけられる世界経済の経済発展を考察するための内生

的経済成長モデルを構築した。モデルの特徴は，小国開放経済の連続体からなる世界経済の

枠組みを利用し，それぞれの経済は R&Dの生産性が異なるというものである。個々の経済
は既存のシュンペーター的技術進歩モデルに基づいているが，連続体の世界経済の分析によ

り既存研究にないリッチな均衡動学の存在を明らかにした。

具体的には，長期均衡への移行過程では経済が逐次的にテークオフし，世界経済がテーク

オフする経済としない経済に分岐することを示した。テークオフの仮定で「北」の相対賃金

が上昇し，長期的には「南北」格差が広がることを明らかにした。一方で，パラメータの変

化（例えば，科学技術水準の上昇）により短期的には全く逆のことが発生する可能性も示し

た。すなわち，「北」の相対賃金は J 字カーブをたどり変化するのである。

一方，モデルの改善点も明らかになった。特に，図 1〜3ではジニ係数などの不平等指標
の推移を示しているが，それを相対賃金として「近似」し議論すすめた。今後の研究では，

それらの指標を直接計算し，移行過程でのシミュレーションを試みる予定である。また図 5
では，鞍点経路に沿って移行する均衡だけを考察したが，それ以外の可能性について更なる

分析が必要である。

付録：命題 3の証明
ステップ１：B ≡ β

1−β とおき (38)と (39)を微分すると以下を得る。

Fm (m∗, z∗) = ηLα (m∗, z∗) [B (1 − m∗) − A (m∗)]

+ Lα (m∗, z∗)
[
1 + η

1 + µ
A (m∗) + B

]
> 0, (A1)

Fz (m∗, z∗) = −µρ

z∗ < 0, (A2)

Hm (m∗, z∗) = Lα (m∗, z∗)
[

A (m∗)
1 + m∗ − A′ (m∗)

]
< 0, (A3)

Hz (m∗, z∗) = Lα (m∗, z∗) (1 + m∗) > 0 (A4)
dz

dm

∣∣∣∣
F (.)=0

= Lα (m∗, z∗) [A (m∗) − B (1 − m∗)]
ρ

> 0, (A5)

dz

dm

∣∣∣∣
H(.)=0

=

A (m∗)
1 + m∗ − A′ (m∗)

1 + m∗ > 0. (A6)
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ここで A′(m∗) > 0，A′′(m∗) > 0となるため (A6)の分子は正である。さらに図 4から

dz

dm

∣∣∣∣
F (.)=0

>
dz

dm

∣∣∣∣
H(.)=0

(A7)

となる。

ステップ２：(29)と (30)を定常状態近傍で線形化し以下の式で表す。[
ṁ
ż

]
=
[
W (m∗, z∗)
U (m∗, z∗)

]
+ J

[
m − m∗

z − z∗

]
(A8)

ここで

J =
[
Wm (m∗, z∗) Wz (m∗, z∗)
Um (m∗, z∗) Uz (m∗, z∗)

]
(A9)

Wm (m∗, z∗) = Fm (m∗, z∗) − µHm (m∗, z∗)
D (m∗) (A10)

Wz (m∗, z∗) = Fz (m∗, z∗) − µHz (m∗, z∗)
D (m∗) (A11)

Um (m∗, z∗) = z

D (m∗)

[
η

1 + µ
Fm (m∗, z∗) − ∆ (m∗) Hm (m∗, z∗)

]
(A12)

Uz (m∗, z∗) = z

D (m∗)

[
η

1 + µ
Fz (m∗, z∗) − ∆ (m∗) Hz (m∗, z∗)

]
(A13)

これらの式を使い行列式を計算すると次の結果を得る。

|J | = z∗ Hz (m∗) Fz (m∗)
∆ (m∗)

[(
−Fm (m∗)

Fz (m∗)

)
−
(

−Hm (m∗)
Hz (m∗)

)]
< 0. (A14)
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図 1 ジニ係数・Theil指標・平均対数偏差の長期的推移（Bourguignon and Morrisson
(2002)のデータに基づいて作成）。
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図 2 Theil指標を経済間指標と国内指標に分解した場合（Bourguignon and Morrisson
(2002)のデータに基づいて作成）。
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図 3 平均対数偏差を経済間指標と国内指標に分解した場合（Bourguignon and Morris-
son (2002)のデータに基づいて作成）。
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図 4 定常均衡条件 (38)と (39)。

z
<latexit sha1_base64="flSOU+9GCaTUTml1h9IgSysWq+8="></latexit><latexit sha1_base64="flSOU+9GCaTUTml1h9IgSysWq+8="></latexit><latexit sha1_base64="flSOU+9GCaTUTml1h9IgSysWq+8="></latexit><latexit sha1_base64="flSOU+9GCaTUTml1h9IgSysWq+8="></latexit>

m
<latexit sha1_base64="prSYrkDPtqItiNT7d95wBA27l3c="></latexit><latexit sha1_base64="prSYrkDPtqItiNT7d95wBA27l3c="></latexit><latexit sha1_base64="prSYrkDPtqItiNT7d95wBA27l3c="></latexit><latexit sha1_base64="prSYrkDPtqItiNT7d95wBA27l3c="></latexit>

M<latexit sha1_base64="vLHBA5mxtjFUG6fIwZr1l6COUAM="></latexit><latexit sha1_base64="vLHBA5mxtjFUG6fIwZr1l6COUAM="></latexit><latexit sha1_base64="vLHBA5mxtjFUG6fIwZr1l6COUAM="></latexit><latexit sha1_base64="vLHBA5mxtjFUG6fIwZr1l6COUAM="></latexit>

1<latexit sha1_base64="Uc2GeFwtqfEewJB5VOsDQYTDYeQ="></latexit><latexit sha1_base64="Uc2GeFwtqfEewJB5VOsDQYTDYeQ="></latexit><latexit sha1_base64="Uc2GeFwtqfEewJB5VOsDQYTDYeQ="></latexit><latexit sha1_base64="Uc2GeFwtqfEewJB5VOsDQYTDYeQ="></latexit>

0
<latexit sha1_base64="enSMFZ7FWxoUcuePfabZI1n734A="></latexit><latexit sha1_base64="enSMFZ7FWxoUcuePfabZI1n734A="></latexit><latexit sha1_base64="enSMFZ7FWxoUcuePfabZI1n734A="></latexit><latexit sha1_base64="enSMFZ7FWxoUcuePfabZI1n734A="></latexit>

!<latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit><latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit><latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit><latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit>

ṁ = 0
<latexit sha1_base64="N4gqaLCEq2DDcS3Wpp8lhDLvedE="></latexit><latexit sha1_base64="N4gqaLCEq2DDcS3Wpp8lhDLvedE="></latexit><latexit sha1_base64="N4gqaLCEq2DDcS3Wpp8lhDLvedE="></latexit><latexit sha1_base64="N4gqaLCEq2DDcS3Wpp8lhDLvedE="></latexit>

ż = 0
<latexit sha1_base64="OS+CQ+1/KgFxApzE8Rpoz2wKBko="></latexit><latexit sha1_base64="OS+CQ+1/KgFxApzE8Rpoz2wKBko="></latexit><latexit sha1_base64="OS+CQ+1/KgFxApzE8Rpoz2wKBko="></latexit><latexit sha1_base64="OS+CQ+1/KgFxApzE8Rpoz2wKBko="></latexit>

"<latexit sha1_base64="RcPn5XYCrcac9yfu9E06bJufRYk="></latexit><latexit sha1_base64="RcPn5XYCrcac9yfu9E06bJufRYk="></latexit><latexit sha1_base64="RcPn5XYCrcac9yfu9E06bJufRYk="></latexit><latexit sha1_base64="RcPn5XYCrcac9yfu9E06bJufRYk="></latexit>

#<latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit><latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit><latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit><latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit>

図 5 長期的均衡への移行経路：逐次的テークオフが発生し，「北」の相対賃金は持続的に上昇する。。
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z
<latexit sha1_base64="flSOU+9GCaTUTml1h9IgSysWq+8="></latexit><latexit sha1_base64="flSOU+9GCaTUTml1h9IgSysWq+8="></latexit><latexit sha1_base64="flSOU+9GCaTUTml1h9IgSysWq+8="></latexit><latexit sha1_base64="flSOU+9GCaTUTml1h9IgSysWq+8="></latexit>

m
<latexit sha1_base64="prSYrkDPtqItiNT7d95wBA27l3c="></latexit><latexit sha1_base64="prSYrkDPtqItiNT7d95wBA27l3c="></latexit><latexit sha1_base64="prSYrkDPtqItiNT7d95wBA27l3c="></latexit><latexit sha1_base64="prSYrkDPtqItiNT7d95wBA27l3c="></latexit>

M<latexit sha1_base64="vLHBA5mxtjFUG6fIwZr1l6COUAM="></latexit><latexit sha1_base64="vLHBA5mxtjFUG6fIwZr1l6COUAM="></latexit><latexit sha1_base64="vLHBA5mxtjFUG6fIwZr1l6COUAM="></latexit><latexit sha1_base64="vLHBA5mxtjFUG6fIwZr1l6COUAM="></latexit>

1<latexit sha1_base64="Uc2GeFwtqfEewJB5VOsDQYTDYeQ="></latexit><latexit sha1_base64="Uc2GeFwtqfEewJB5VOsDQYTDYeQ="></latexit><latexit sha1_base64="Uc2GeFwtqfEewJB5VOsDQYTDYeQ="></latexit><latexit sha1_base64="Uc2GeFwtqfEewJB5VOsDQYTDYeQ="></latexit>

0
<latexit sha1_base64="enSMFZ7FWxoUcuePfabZI1n734A="></latexit><latexit sha1_base64="enSMFZ7FWxoUcuePfabZI1n734A="></latexit><latexit sha1_base64="enSMFZ7FWxoUcuePfabZI1n734A="></latexit><latexit sha1_base64="enSMFZ7FWxoUcuePfabZI1n734A="></latexit>

!<latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit><latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit><latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit><latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit>

#<latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit><latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit><latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit><latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit>

ṁ = 0
<latexit sha1_base64="N4gqaLCEq2DDcS3Wpp8lhDLvedE="></latexit><latexit sha1_base64="N4gqaLCEq2DDcS3Wpp8lhDLvedE="></latexit><latexit sha1_base64="N4gqaLCEq2DDcS3Wpp8lhDLvedE="></latexit><latexit sha1_base64="N4gqaLCEq2DDcS3Wpp8lhDLvedE="></latexit>

ż = 0
<latexit sha1_base64="OS+CQ+1/KgFxApzE8Rpoz2wKBko="></latexit><latexit sha1_base64="OS+CQ+1/KgFxApzE8Rpoz2wKBko="></latexit><latexit sha1_base64="OS+CQ+1/KgFxApzE8Rpoz2wKBko="></latexit><latexit sha1_base64="OS+CQ+1/KgFxApzE8Rpoz2wKBko="></latexit>

図 6 科学技術水準の上昇の効果。

!<latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit><latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit><latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit><latexit sha1_base64="auTO7pu0J6liItSEtTM3h7mXNRs="></latexit>

#<latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit><latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit><latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit><latexit sha1_base64="nCaf6nZJwgGI20Vrvleux5jfp/Q="></latexit>

Bì
<latexit sha1_base64="nuuy7sEgwjC0DWvjIcaFYv66Tp8="></latexit><latexit sha1_base64="nuuy7sEgwjC0DWvjIcaFYv66Tp8="></latexit><latexit sha1_base64="nuuy7sEgwjC0DWvjIcaFYv66Tp8="></latexit><latexit sha1_base64="nuuy7sEgwjC0DWvjIcaFYv66Tp8="></latexit>

図 7 科学技術水準の上昇により「北」の相対賃金は J 字曲線に沿って変化場合がある。
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